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　株主の皆様におかれましては、平素より格別
のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　ご承知のとおり当社の事業年度末は３月31日
でございますが、会社の近況のお知らせとして、
ここに第210期中間期（2025年４月１日～2025
年９月30日）の営業の概況をご報告申しあげま
すので、ご高覧くださいますようお願い申しあ
げます。
　　2025年12月

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、賃
金上昇を背景とした個人消費の持ち直しや旺盛
なインバウンド需要を受け、企業の設備投資は堅
調に推移しました。一方、国内の政治情勢や米国
の経済・通商政策に起因する不確実性の高まり、
日本銀行の金融政策正常化に伴う金利動向、物
価上昇の影響には留意が必要です。加えて、地
政学的リスク、世界経済の減速懸念、気候変動
等の景気下押し要因についても、引き続き注視す
べき状況が続いています。
　建設業界におきましては、公共投資、民間設備
投資とも堅調に推移しておりますが、建設資材価
格の高騰や労働人口の減少に伴う人手不足など、
業界を取り巻く課題への継続的な取り組みが求め
られています。

　このような状況のもと、当社グループは業績の
向上に努めてまいりました。その結果、複数の大
型工事で進捗率が上がったことにより売上高は前
年同期比29.1％増の454億円となりました。損益
につきましては、一般管理費がＤＸ投資・人的投
資の拡大により前年同期比5.3％増の38億円と
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なったものの、売上高の増加に伴う完成工事総利
益の増加と建築分野における生産性向上により、
営業利益15億円（前年同期は営業利益４億円）、
経常利益14億円（前年同期は経常利益４億円）、
親会社株主に帰属する中間純利益９億円（前年
同期は親会社株主に帰属する中間純利益２億円）
となりました。
　なお、当社（単体）の受注高につきましては、
前年同期比7.6％増の514億円、繰越高は前年同
期比12.4%増の1,306億円となりました。

　経営環境につきましては、国土強靱化や社会資
本整備などの公共投資、民間設備投資とも堅調
に推移すると想定されます。2026年3月期の当
社グループの業績につきましては、工事について
は、進捗・生産性とも年度当初予定を達成する見
込みで、経費についても、年度当初の予定通りに
推移し、売上高1,006億円、経常利益55億円、親
会社株主に帰属する当期純利益37億円を予定し
ています。

　当社は、創業140周年にあたる2030年までに
目指す姿として『すべてのステークホルダーの期
待に応えられる企業』を設定し、その第二期とな
る「中期経営計画（2024年度-2026年度）」では、

『ステークホルダーとの連携強化による持続可能
性の追求』を基本方針に掲げ、持続的な成長と
中長期的な企業価値向上を目指し、全社員一丸と
なって各基本戦略を遂行し計画達成に取り組ん
でまいります。

　これからも当社は、安全で快適な暮らしを支え
る社会の基盤を造り、そして守るという重要な役
割を担う建設会社として、国土保全・防災事業に
積極的に取り組み、「社会に貢献する」という

「責任と役割」をしっかりと果たしてまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層の
ご支援とご協力を賜りますようお願い申しあげます。
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中間連結貸借対照表
（2025年９月30日現在）

科 目 金額
百万円

負 債 の 部 46,675
流 動 負 債 36,738

支払手形・工事未払金等 14,233
短 期 借 入 金 5,560
未払法人税等 500
未成工事受入金等 6,272
預 り 金 8,396
引 当 金 1,168
そ の 他 606

固 定 負 債 9,936
長 期 借 入 金 6,123
再評価に係る繰延税金負債 791
株式給付引当金 160
退職給付に係る負債 2,695
そ の 他 164

純資産の部 49,590
株 主 資 本 43,362

資 本 金 11,374
資 本 剰 余 金 2,948
利 益 剰 余 金 29,514
自 己 株 式 △ 475

その他の包括利益累計額 4,659
その他有価証券評価差額金 1,532
土地再評価差額金 1,684
退職給付に係る調整累計額 1,442

非支配株主持分 1,569
負債純資産合計 96,266

科 目 金額
百万円

資 産 の 部 96,266

流 動 資 産 74,088

現 金 預 金 13,401
受取手形・完成
工事未収入金等 48,859

販売用不動産 2,977

未成工事支出金等 1,778

立 替 金 1,085

そ の 他 6,030

貸 倒 引 当 金 △ 43

固 定 資 産 22,177

有形固定資産 11,321

建物・構築物 5,585
機械、運搬具及び
工 具 器 具 備 品 4,772

船 舶 3,673

土 地 6,581

そ の 他 804

減価償却累計額 △ 10,096

無形固定資産 575

投資その他の資産 10,281

投資有価証券 7,416

繰延税金資産 707
退 職 給 付 に
係 る 資 産 1,628

そ の 他 924

貸 倒 引 当 金 △ 396

資 産 合 計 96,266
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中間連結損益計算書
（2025年４月１日〜2025年９月30日）

科 目 金 額

売 上 高 百万円 百万円

完 成 工 事 高 43,767
不動産事業等売上高 1,636 45,404

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 38,780
不動産事業等売上原価 1,211 39,992

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 4,987
不動産事業等総利益 424 5,412

販売費及び一般管理費 3,851
営 業 利 益 1,561

営 業 外 収 益
受 取 利 息 12
受 取 配 当 金 164
そ の 他 22 199

営 業 外 費 用
支 払 利 息 83
シンジケートローン手数料 147
そ の 他 70 301
経 常 利 益 1,458

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1 1

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 9
減 損 損 失 －
ゴルフ会員権評価損 － 9
税金等調整前中間純利益 1,450

法人税、住民税及び事業税 392
法人税等調整額 84 477

中 間 純 利 益 972
非支配株主に帰属する中間純利益 35
親会社株主に帰属する中間純利益 937
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会社概要（2025年９月30日現在）

商　　　号	 若築建設株式会社
	 （WAKACHIKU CONSTRUCTION CO.,LTD.）

創　　　業	 1890年（明治23年）５月23日
資　本　金	 11,374百万円
従　業　員	 820名

役　員（2025年９月30日現在）

【執行役員】 【取締役】
執行役員社長 烏　田　克　彦 代表取締役社長 烏　田　克　彦
専務執行役員 石　井　一　己 代表取締役 石　井　一　己
専務執行役員 牧　原　久　利 取 締 役 牧　原　久　利
専務執行役員 溝　口　宏　樹 取 締 役 中　村　　　誠
常務執行役員 中　村　　　誠 取 締 役 花　田　和　孝
常務執行役員 野　木　秀　高 取 締 役 長　廻　幹　彦
常務執行役員 宮　坂　豊　光 取 締 役 朝　倉　康　夫
常務執行役員 花　田　和　孝 取 締 役 原　田　美　穂
常務執行役員 中　山　久　之 取 締 役 森　田　隼　人
常務執行役員 長　廻　幹　彦
常務執行役員 松　永　康　男 【監査役】
常務執行役員 荒　瀬　憲比古 常勤監査役 田　中　宣　彰
常務執行役員 刀　根　幸　晴 常勤監査役 岩　田　光　宏
執 行 役 員 三　輪　哲　也 監 査 役 澤　井　謙　一
執 行 役 員 井　口　謙史朗
執 行 役 員 山　本　英　世
執 行 役 員 辻　　　拓　也
執 行 役 員 中　野　裕　之
執 行 役 員 古　川　良　二
執 行 役 員 幕　田　和　宜
執 行 役 員 谷　本　育　朗
執 行 役 員 河　合　朝　仁
執 行 役 員 千々谷　寿　幸
執 行 役 員 殿　垣　真　一
執 行 役 員 勘　角　康　之
執 行 役 員 白　山　幸　一
執 行 役 員 山　本　　　寛
執 行 役 員 井　川　祥　彦

（注）�取締役のうち朝倉康夫、原田美穂、森田隼人の３氏は、社外
取締役であります。

 　　‌�監査役のうち岩田光宏、澤井謙一の両氏は、社外監査役であ
ります。
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事　業　所
本 店 〒808-0024 北九州市若松区浜町一丁目４番７号

TEL （093）752-3510
東 京 本 社 〒153-0064 東京都目黒区下目黒二丁目23番18号

TEL （03）3492-0271
東 北 支 店 〒980-0014 仙台市青葉区本町二丁目10番28号

TEL （022）221-4325
千 葉 支 店 〒260-0027 千葉市中央区新田町４番22号

TEL （043）242-2245
東 京 支 店 〒153-0064 東京都目黒区下目黒二丁目23番18号

TEL （03）3492-0811
横 浜 支 店 〒231-0015 横浜市中区尾上町一丁目６番

TEL （045）662-0814
北 陸 支 店 〒950-0087 新潟市中央区東大通一丁目２番23号

TEL （025）241-1242
名古屋支店 〒460-0003 名古屋市中区錦一丁目11番20号

TEL （052）201-5321
大 阪 支 店 〒541-0056 大阪市中央区久太郎町二丁目２番８号

TEL （06）6261-6736
中 国 支 店 〒730-0031 広島市中区紙屋町一丁目３番２号

TEL （082）248-1810
四 国 支 店 〒760-0071 高松市藤塚町一丁目２番１号

TEL （087）833-7347
九 州 支 店 〒808-0024 北九州市若松区浜町一丁目４番７号

TEL （093）752-3510
福 岡 支 店 〒812-0013 福岡市博多区博多駅東一丁目13番９号

TEL （092）483-5307
海外事業所 ジャカルタ事務所（インドネシア共和国）

コロンボ事務所（スリランカ民主社会主義共和国）
ハノイ事務所（ベトナム社会主義共和国）
マレ事務所（モルディブ共和国）

わかちく史料館 〒808-0024 北九州市若松区浜町一丁目４番７号
当社本店３階
TEL （093）752-1707

開 館 時 間 午前10時～午後４時
休 館 日 毎週月曜日・祝祭日・年末年始
入 館 料 無料

ホームページアドレス
https://www.wakachiku.co.jp

IR 株主・投資家の皆様へ
https://www.wakachiku.co.jp/ir/



株主メモ

【株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について】
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届
出およびご照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたします。
証券会社に口座を開設されていない株主様は、上記の電話照会先
にご連絡ください。

【特別口座について】
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用
されていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記の三井
住友信託銀行株式会社に口座（特別口座）を開設いたしております。
特別口座についてのご照会および住所変更等のお届出は、上記電
話照会先にお願いいたします。

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会 
基 準 日

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

株主名簿管理人事務取扱場所

（郵便物送付先）

（ 電 話 照 会 先 ）

（ホームページURL）
公 告 方 法

上場金融商品取引所

毎年４月１日から翌年３月31日まで
毎年６月開催
定時株主総会　毎年３月31日
期末配当金　　毎年３月31日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公
告して定めた日
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

0120-782-031
受付時間　午前９時～午後５時（土日休日を除く）
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/
当 社 の ホ ー ム ペ ー ジ（https://www.
wakachiku.co.jp）に掲載する。ただし、
電子公告を行うことができない事故その他
のやむを得ない事由が生じたときは、日本
経済新聞に掲載する。
東京証券取引所


